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総選挙，人民革命党・民主党連立政権の
確立，不況の影響

あら い ゆき やす

荒 井 幸 康

概 況

２００８年のモンゴルはいくつもの荒波が押し寄せた１年となった。

とくに，国家大会議（以下，国会）の総選挙直後に起こった暴動は象徴的であっ

た。６月２９日に行われた総選挙の結果を不服とする人々が６月３０日深夜に集会を

開き，翌７月１日も政庁前の広場や人民革命党本部前でデモを行っていた。同日

午後３時ごろになってデモ参加者が暴徒化し，党本部と近隣の建物が焼き払われ，

死者５名，負傷者２２１名を出す騒動に発展した。１９９０年の民主化以降，政治的抗

議活動で死者が出る初めてのケースであり，多くの国民にショックを与えた。貧

富の差や大気汚染，水質汚染など自然環境の悪化に加え，ガソリン代，食料，運

賃などの高騰に苦しむ国民の不満が噴出した暴動であった。

この選挙の結果，人民革命党は議席の過半数を占めたが，社会情勢が不安定化

している状況を鑑み，あえて第２党の民主党との連立政権樹立を選択した。こう

して成立したバヤル政権は，安定した政策運営が行える体制作りを目指した。

しかし，アメリカ発の金融危機の影響が徐々に現れ，１２月には中堅銀行のひと

つであるアノド銀行が一時モンゴル中央銀行の管理下に入る事態に陥った。

また，早期の成立が望まれていた新鉱山資源開発法は１２月に国会でようやく承

認された。しかし，金融不安に起因する景気の後退から，主要輸出産品である銅

が８９３０ドル／トンから２７７０ドル／トンへと急激に下落し，新たな投資を行わないと発

表する会社も現れるなど鉱業部門の先行きに暗い影が差し込んでいた。

とはいえ明るい話題がないわけではなく，８月に行われた北京オリンピックに

おいて柔道１００kg級でトゥブシンバヤル選手，ボクシング５４kg級でバダルオー

ガン選手がそれぞれモンゴルに初の金メダルをもたらし，国民は大いに沸いた。

対外関係では積極的な外交が展開された。特にバヤル首相は総選挙の年にもか

かわらず，ロシア（４月），中国（８月），アメリカ（９月），韓国（１０月）などを歴訪
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し，モンゴルの国際的地位の強化を図った。

国 内 政 治

総選挙に人民革命党が勝利するも民主党との連立政権を樹立

６月２９日，国会総選挙が行われ，人民革命党が議席の過半数以上を獲得し，勝

利した。２００７年１０月，人民革命党の支持率は２８．３％まで落ち込んでいた。同１１月

に S・バヤルが首相となった際，単独政権樹立が可能であったにもかかわらず支

持率の低さを受けて，各党に協力を呼びかけた。民主党を除く全党がこれに応じ

連立政権が成立した。その後バヤル政権は汚職対策，物価の安定化対策，鉱山開

発への国家関与の強化の方針を打ち出すなどで着実な成果を上げたことが総選挙

における人民革命党の勝利の要因と考えられる。２００８年３月に行われた「問題解

決能力のある政治家」を問う世論調査においてバヤル首相は２８．１％と２位のエル

ベクドルジ民主党党首（当時）の７．２％を圧倒的に引き離していた。他方，この選

挙結果に不満を持つ野党支持者などが６月３０日深夜より政府庁舎前のスフバート

ル広場などで抗議行動を開始した。翌７月１日には規模が拡大し，午後３時ごろ，

広場近くのモンゴル人民革命党本部への襲撃が始まり，３０分後に応援の警官が駆

けつけると暴徒化し，午後５時ごろ人民革命党本部１階の焼き打ちが始まった。

深夜１１時にデモ参加者は８０００人に上った。同日，エンフバヤル大統領は７月２日

午前０時より４日間の非常事態宣言を発令することを発表し，事態の沈静化に努

めた。

７月１４日，中央選挙管理委員会は７６議席中６６議席の選挙結果を大統領に提出し

た（全議員が確定したのは２００９年１月１５日）。人民革命党は議席の過半数（４４人）を

占めた。一方，民主党は選挙結果の受け入れを拒否した。７月２３日，国会が開か

れたものの，民主党は宣誓をボイコットし，その後約１カ月間空転状態となった。

モンゴルの二大政党である民主党と人民革命党は，２００４年の総選挙後の一時期

連立政権を組んだ時期もあったが，基本的には牽制し合う政党である。両党間で

の足の引っ張り合いが時に混乱を招き，鉱山開発への国家の関与など早急に解決

すべき問題を先送りにしてきた。２００７年にバヤル政権が誕生した時から始まる政

党間の協力を呼びかける動きは，このようにして積み上げられた問題に対する国

民の不満と石油価格高騰による物価の上昇から社会状況が不安定化する可能性か

らなされたものであり，７月１日の騒乱はその可能性の一端を示すものであった。
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このため両政党の協力体制を作り上げ，危機を乗り越えようとするバヤル首相は，

民主党を粘り強く説得し，８月１８日に人民革命党と民主党の間での政策協議が開

催され，鉱物資源法改正，物価上昇抑制のための長期計画策定，雇用対策等１０項

目での協議を続けることで合意し，総選挙後の連立政権へ大きく動き出した。８

月２８日，なおも強硬な態度を崩さない民主党党首エルベクドルジを除く全員が宣

誓し，第５期国家大会議が成立した。同２９日民主党国民評議会が開かれ，連立政

権樹立を拒否し続けるエルベクドルジ党首が解任され，新たに N・アルタンホヤ

グが党首に選出された。９月５日，民主党は人民革命党の連立政権樹立案を受諾

し，大連立政権が成立した。

新政権の体制作り

人民革命党と民主党の連立政権はもともと対抗し合う関係にあった政党同士の

組み合わせであり，対立が明らかになれば崩壊する可能性もあるため，体制作り

は慎重にならざるをえなかった。

連立政権発足後，新政権はまず政府構造改革に着手し，９月１７日に国会で政府

組織関連法改正法案を承認させた。この結果，中央官庁の数は１４省から１２省に削

減され，閣僚ポストの数は１６から１５となった。この改革は政府のいっそうの効率

総選挙，人民革命党・民主党連立政権の確立，不況の影響
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化を図ることと同時に，２００７年のバヤル政権発足当時から議論されたモンゴルの

基幹産業のひとつである鉱山開発への国家関与の強化を反映したものである。鉱

山開発への国家の関与を強めることは両党の一致した意見であったことが，この

ような再編を可能にした。再編後，生まれたのは次の５省である。（１）「外務・

貿易省」：外務省が産業・通商省の輸出入部門および対外経済関係部門を吸収。

（２）「自然環境・観光省」：自然環境省に道路・運輸・観光省の観光部門が統合。

（３）「道路・運輸・建設：都市計画省」：道路・運輸・観光省の道路・運輸部門と

建設・都市計画省が統合。（４）「食料・農牧業・軽工業省」：食料・農牧業省と

産業・通商省の軽工業部門が統合。（５）「鉱物資源・エネルギー省」：「燃料・

エネルギー省」と「産業・通商省」の鉱物資源部門とが統合。なお，大蔵省，法

務・内務省，国防省，教育・文化・科学省，社会福祉・労働省，保健省はそのま

まであった。この再編にもとづき，９月１９日に閣僚が任命された。閣僚ポスト１５

の９つが人民革命党に，６つが民主党に配分された。

また，１２月１９日，国会で政府の庁，局，センター級の政府系機関の再編が承認

された。これにより６５あった政府系機関が４２となり，３３０人の人員削減と２４億トグ
リグ

の予算削減が実現される予定である。しかし，この計画に対しては２０以上の機関

名を改称するには５億４０００万トグ
リグの費用を必要とするなどの批判も出ている。

また，１２月２４日にようやく新副大臣が任命された。人民革命党からは８人，民

主党からは６人で合計１４人が任命された（鉱物資源・エネルギー副大臣と食糧・

農牧業・軽工業副大臣，道路・運輸・建設・都市計画副大臣にはそれぞれ２人が

任命されている）。特筆すべきは法務・内務省（大臣，副大臣ともに人民革命党）

を除き，大臣と副大臣の出身政党が交差するような人事となっていることである。

外務・貿易相や鉱物資源・エネルギー相などの重要なポストは人民革命党が占め

ることになったが，副大臣の人事で両党のバランスをとった形になった。政権の

安定運営を目指すバヤル首相の意思がこの人事にうかがえる。

１１月２１日には２０１２年までの政府行動計画が決定された。人民革命党と民主党の

選挙綱領を調整し盛り込んだ総額約３１兆５０００億トグ
リグの予算を擁する野心的な内容と

なっている。この行動計画の目標に挙げられたのは，（１）鉱物資源採掘部門，と

くに戦略的鉱区と大鉱区での生産を軌道に乗せ，そこから得られる利益を国民に

分け与えること，（２）鉱山採掘部門の発展，地域産品を用いる中小企業を育てる

こと，（３）農業生産を挙げ国内需要を満たすこと，（４）文化的で健康的かつ専門性

の高い国民を育てること，（５）政府の透明性，公平性を増進させ市民との信頼を
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強化すること，である。その内容は，（１）社会公共政策，（２）工業政策，（３）環境

政策，（４）法整備と政府の透明性，公開性を目指す政策，（５）安全保障，外交政策，

に分けられて具体的に述べられている。特筆すべきなのは２０１２年までに GDP成

長率を年１２％，２００８年に１人当たり１２８８ドルの GDPを５０００ドルにするとした目標で

ある。また投資に関しては，法的，金融的な制度の整備に加え，海外からの投資

を促進するため，手続きを煩雑にせず，ひとつの窓口ですべてを行うサービスの

導入が目標に挙げられている。さらに，このような計画の実現には国会と政府の

機能が安定した状態にあること，調和の取れた経済，社会発展，予算および金融

政策，中央と地方政府の調和，人材の適正な配置などが必要であるとしている。

また，新たに必要な行動計画としてモンゴルの工業化計画，都市計画，住宅整備

計画，教育計画，文化・芸術振興計画，全国的な緊急事態対応網計画，ゴビ地域

インフラ整備計画，食料の供給と質の向上，安全計画，モンゴル産の有機的で環

境にやさしい製品計画，砂漠化防止計画などが挙げられた。

こうして２００８年末にようやく今後の政権の陣容と基本方針が出揃った。

連立政権の基盤が整うにつれて，人民革命党に対する支持も回復してきた。た

とえば，サント・マラル基金が１０月２４日～１１月７日，ウランバートル市と地方５

県で１２００人を対象に行った「モンゴル国にとって重要な役割を果たす政治家

は？」との世論調査においてバヤル首相は４６．７％と３月の調査結果よりも多くの

支持を集めた。

社会生活を脅かす環境汚染，食の安全，伝染病

近年のモンゴルの著しい経済発展は一方で深刻な環境問題をもたらしている。

２００７年にダルハンオール県ホンゴル郡で水銀とシアン化ナトリウム汚染が明ら

かになった件では，１月に首相が現地を視察して住民に対応の遅れを謝罪し，バ

トバータル行政監察庁長官も引責辞任するなど問題が拡大した。２月には世界保

健機構（WHO）が調査団を派遣し，調査した結果，健康への問題はないとされた

が，５月に至っても現地住民のなかには血圧の急激な変化，発疹，鼻血などの症

状が出る者もいた。３月２２日，首都ウランバートルにて水銀を違法投棄しようと

した中国人会社員が逮捕された。３月２４日にはモンゴルで活動する４つの環境団

体が，鉱工業での有毒物質の使用禁止を呼びかけ，４月８日，シーレクダンバ自

然環境相は鉱工業における水銀の使用を全面的に禁止した。しかし，４月２２日か

ら３日間連続で水銀の投棄や違法取引に関する事件が３件も首都ウランバートル

総選挙，人民革命党・民主党連立政権の確立，不況の影響

９４



で発覚するなど水銀汚染拡大の危険性は消える気配がない。

人の健康被害と同様に鉱業廃棄物による水質汚染も深刻である。緑の党は３月

には工業廃棄物により多くの川が汚染され，現在モンゴル全人口の２０％弱しか安

全な水が確保できていない状態にあると告発した。同時期，中央県などでも水質

汚染が原因とみられる魚の大量死が発生するなど，事態は深刻化している。

また，ウランバートルにおける大気汚染もまったく改善がみられない。ウラン

バートルの大気汚染の９０％がゲル地区で使用されるストーブからの煤煙によるも

のであるため，ゲル地区を電気，ガス，セントラルヒーティングの整ったアパー

トにする計画が提案されており，実現すればウランバートルで４万６０００戸のアパ

ートが建設されることになるが，計画は進展していない。

食の安全も重大な問題となっている。モンゴルは食料の３０％をロシア，２６％を

中国，９％を韓国と実に７割以上を輸入に頼る国である。しかし，食品の安全性

を管理する最先端の技術を備えた検査機関はなく，安全検査にかけられる輸入食

料品は全体のわずか１０％である。中央情報局が１０月８日に発表した「モンゴル国

における食の安全状況」によれば，行政監察庁中央検査局の検査の結果，果物類

の５５％，野菜の４０％から重金属およびウイルス性バクテリアが検出されている。

バヤル首相は，２００８年を「食の安全年」としたが，２００７年１２月末に「アジアの

オオカミ」のウォッカによる中毒で１２人が死亡，７０人余が入院する事件が起き，

２００８年早々対応に追われた。この中毒事件により，違法酒造業者１１社の営業免許

が取り消され，さらに製造基準を満たしていない業者４４社の営業停止，さらにア

ルコールに関わる宣伝広告の禁止や２２時から朝１０時までのアルコールの販売禁止，

アルコール類製造量の制限などが盛り込まれた対応策が提出された。

４月３０日，鳥インフルエンザ予防のため中国より鳥類，鶏肉，鶏卵の輸入禁止

措置がとられた。また，９月２４日には中国国内で牛乳よりメラミンが検出された

ことに関連し，モンゴル政府は中国からの乳製品の輸入を一時停止する措置を決

定した。なお，行政監察庁は中国の伊犁社製乳製品からメラミンを確認している。

中国産と産地表示された野菜，果物は不人気であるため，市場，スーパーマーケ

ットなどにおいてまったくみられないが，輸入統計では中国から輸入されている

ためモンゴル国内での産地偽装の可能性は拭えない。

食の安全の対応策として食料自給率を上げるため，２月に「第３次開拓運動計

画」が承認され，農耕地の整備を行い，２０１０年までに６０万ヘクタールの農耕地を

再開拓する計画が開始された。５月２７日には農業振興のため，トラクター，耕耘
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機等の農作業機具の輸入関税および付加価値税を免除する法律が定められた。１０

月，バダムジョナイ食糧・農牧業・軽工業大臣は，２００８年度，前年度比２倍の２０

万トンの穀物の収穫が見込まれ，これは国内需要の５０％に相当すると発表した。

２００８年も人，家畜ともにさまざまな伝染病が流行した。特に手足口病の流行は

凄まじく，エンテロウイルス７１の大流行で５月１２日より一時，全国で学校閉鎖が

行われたほどであった。５月９日，政府は感染の予防対策を協議し，１２日には医

療品の補充，国立感染症センターの緊急医療設備の購入などに３億５８０万トグ
リグの支

出を決定した。さらに国際赤十字社からも対策費として６万スイス・フランが供

与されたが，流行はその後も収まらず，７月７日までに２６１８人が感染した。

一方，家畜に関しては１月に１２県で９万３０００頭の馬が馬インフルエンザに感染

し，２１頭が死亡した。７月にフブスグル県ガルト郡で，その後，バヤンホンゴル

県エルデネツォグト郡でも炭疽病が発生し，同郡の６頭の牛が死んだ。１１月には

ドルノド県ヘルレン郡とバヤントゥメン郡でヤギが天然痘に感染した。

韓国国際協力事業団は２月に家畜の感染対策として１３０万ド
ルを供与し，また，

モンゴル家畜衛生中央試験場に家畜感染症診断所を建設した。

経 済

８．９％の経済成長率

２００８年のモンゴルの実質 GDP成長率は８．９％とおおむね前年と同程度であっ

た。歳入は２兆１５６４億トグ
リグ，歳出が２兆４６２０億トグ

リグで，財政収支は３０５７億トグ
リグの赤字で

あった。税収は前年比２５．７％（３８６６億トグ
リグ）増加した。うち外国貿易税収は４７．２％（４８４

億トグ
リグ），特別税は３３．４％（４４７億トグ

リグ），付加価値税収は３３．９％（９００億トグ
リグ）増加した。

２００８年の工業総生産は１兆７６４６億トグ
リグ（２００５年価格）で，前年比２．８％（４７７億トグ

リグ）

増加した。部門別に最も成長したのは電力・熱力・水供給部門で６．９％増，次い

で製造業部門が５．９％増，鉱物採掘部門は２００７年の減少より転じて０．２％増となっ

た。産業別比率をみると，鉱物採掘部門が６４．６％，製造業が２６．５％，電力・熱力・

水供給部門は８．９％であった。

工業部門では輸送関連機器が対前年比９倍増，続いてコークス，液体燃料およ

び原子燃料が２．４３倍増，電子機器が２．３９倍増，化学製品が２．３４倍増，会計・コン

ピュータ製品部門が２．２２倍増，肉製品部門が７３．９％増，非鉄金属製品が６３．９％増，

出版およびメディア関連部門が４９．４％増，乳製品部門が４４．５％増，石油，天然ガ

総選挙，人民革命党・民主党連立政権の確立，不況の影響
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ス精製関係が４０．９％増と顕著な伸びを示した。一方，生産が落ち込んだのは革靴

が対前年比５４．４％減，ゴム，プラスチック製品が２６．４％減，アパレル部門が２６．１％

減，医療機器・検査機械・時計が１７．６％減，鉄製品が１３．４％減などである。

貿易総額は６１億５５１０万ド
ルと２００７年に比べ５０％以上の伸びを示した。輸出は２５億

３９３０万ド
ル，輸入は３６億１５８０万ド

ルで貿易赤字は１０億７６５０万ド
ルと前年の５倍近い額に

なった。大幅な赤字の要因は，銅，亜鉛の価格の下落にある。一時期，銅は８９３０
ド
ル／トン，亜鉛は２７９９ドル／トンであったが，２００８年１２月にはそれぞれ２７７０ドル／

トン，１０５２ドル／トンにまで暴落した。他方で石油製品，機械設備，輸送関連機器，

食料品などの輸入は増え，前年比で石油の輸入は２万３００トン（１億２３１０万ド
ル），

自動車は１万６３００台（８８９０万ド
ル），小麦粉は１万９９００トン（２５５０万ド

ル），電力の輸入

が９９０万 kW（１６２万７９００ドル），それぞれ増加した。

農牧業総生産は２００７年に比べ５．０％増で，GDPに占める比率は同１．７ポイント

下がり，１８．８％になった。牧畜部門では家畜総数が７．５％（３０２万頭）増加して４３２８

万頭となった。特に山羊の増加は著しく，前年から８．８％（１６２万１６００頭）増加し１９９６

万頭となった。全家畜頭数に占める山羊の割合は前年から０．５％増加し４６．１％で

ある。続く羊は８．１％（１３７万２２００頭）増加し１８３６万頭となり，全体に占める割合は

４２．４％であった。

物価上昇による社会生活への打撃

２００８年は前年以上に物価の上昇が目立った年であった（図１）。２００８年１２月の消

図１ 消費者物価指数（前年１２月＝１００）

（出所）Montrhly Bulletin of Statistics ,２００８年１２月号より筆者作成。
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費者物価指数は前年同期比で２２．１％上昇し，目標値の６％の３．７倍であった。１２

月の消費者物価指数でとくに上昇幅が大きかったのは教育（対前年比３９．９％）と，

ホテル・レストラン業（同３１．４％）であった。すべての物価が上昇するなか，情報

通信関係のみ３．０％下落した。ただし，消費者物価指数全体の上昇ピークは８月

であり（同３４．２％）その後は緩やかに下落に転じた。医療費も同時期物価上昇のピ

ーク（同４６．１％）を迎えていたが，食品は５月にピーク（同５５．８％）を迎え，交通・

輸送費は９月にピーク（同４８．１％）を迎えていた。その後下落に転じ，１２月には食

料２４．０％，医療費２７％，交通・輸送費２５．８％に落ち着いた。

交通機関の料金は，前年比で国内鉄道料金が４４．４％，バス料金が５０．０％，乗り

合いタクシー料金が３８．３％，タクシー料金が５６．３％上昇した。また，食品価格の

上昇は顕著であった。とくに乳製品は中国製製品の輸入が止まったため，対前年

比で牛乳が４４．２％，ヨーグルトが５１．４％，粉ミルクに至っては７７．９％の上昇とな

った。その他，食品は対前年比で馬鈴薯が５８．６％，人参が７９．０％，米が６３．５％，

パンが４５．２％上昇し，人々の生活に打撃を与えた。

食糧供給改善のため，地方に住む貧困家庭，身体障害者家庭を対象としたイン

ドによる食糧援助や，トルコ，中国などによる食糧援助が６月にそれぞれ決定し

たことは食品価格の上昇抑制に効果を発揮した。

なお，労働組合連合は４月１８日と９月１１日に価格上昇反対デモを行った。

政府は石油価格の上昇に対し，６月１１日より輸入および売買時の特別税を０％，

付加価値税を５％まで減税し，その後７月１５日以降，特別税，関税および付加価

値税を０％とすることを決定した。この措置は石油価格が下落し，物価が安定し

てきた１０月１５日まで続けられた。

世界的な金融不安の影響

アメリカのサブプライム問題に端を発する世界的な金融不安の影響により，断

続的に起こっていた都市銀行の貸し渋りが秋ごろから本格化した。１１月末の時点

で主要都市銀行のうちの抵当を設定したうえで貸付を行っていた銀行は４行にす

ぎず，建設・住宅関連への融資を行っていたのは大手のゴロムト銀行と中堅のア

ノド銀行のみであった。この結果，ここ数年来の建築熱は減退し，投融資が止ま

ったため建築作業が中断する現象が後を絶たない。

１１月２５日には国会で預金保護法案が承認された。１２月１０日，モンゴル中央銀行

はアノド銀行の営業を停止させ管理下に置いた。１２月５日，アノド銀行は倒産の

総選挙，人民革命党・民主党連立政権の確立，不況の影響
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風評などを打ち消すため記者会見を行ったが，それが逆に不安を煽る形となり，

預金者の預金引き出しに対応しきれず今回の事態を招いた。

元モンゴル銀行総裁で現職の国会議員であるチョローンバトは１０月２８日にロイ

ター通信のインタビューに答え，モンゴルの銀行はアメリカのサブプライムロー

ンとは無関係と語った。しかし，今後，金融不安に端を発する投資の引き上げが

加速し，新たな資金の獲得はいっそう厳しくなることが予想される。

新鉱山資源法開発法の承認，ウラン開発

１２月４日，国会は鉱山資源開発法の改正案を承認した。この法律により，政府

はオヨー・トルゴイ鉱床およびタバン・トルゴイ鉱床について，新しい基本方針

とガイドラインにもとづいた投資協定を２００９年２月１日までに作成し，国会に提

出することになった。

バヤル首相は就任当初から国家所有比率と利益比率の配分を見直す必要性，と

くに GDPの５％以上の生産が見込まれる「戦略的鉱区」で国家の持ち株の比率

を５１％以上とするべき必要性を強調し，１月には鉱山資源開発法改正作業部会を

設置した。同作業部会において，（１）戦略的鉱床における国家の持ち株率を５１％

以上とすること，（２）外国投資家が５１％以上所有する場合はモンゴル政府の認可

を必要とすること，（３）投資契約の期限を現行の３０年から１５年とすることなどが

まとめられた。しかし，法案に盛り込まれた若干の内容に関して政党間の意見調

整がまとまらず，総選挙前に国会は法案を成立させることができなかった。

このような状況にあって３月には，はやばやとタバン・ドルゴイ鉱床開発に関

する６つのライセンスを有する「エナジー・リソース」社が，そのうち５つのラ

イセンスの国家譲渡に応じ，同鉱床の有する石炭の９３．６％が国家へ譲渡された。

新しい法律と基本方針の確定にほぼ１年を要してしまったが，その間に鉱物資

源をめぐる状況は大きく変化した。金融不安による，銅と亜鉛の価格の暴落であ

る。銅，亜鉛ともにピーク時の３分の１の価格となり関連企業にも大きな影響を

及ぼした。すでに鉱物採掘部門では大手のリオ・テイント社が「原料価格が高く

なるまで投資をしない」旨を発表した。また２００９年の予定投資支出を７０％削減す

ることを発表したアイバンホーマインズ社は，オヨー・トルゴイ鉱床においては

５０％，ウランバートル市においては１０％の人員削減を発表した。１１月に行われた

鉱山投資家を対象とした国際会議「Discovery Mongolia 2008」では参加者が３０％

減少した。その多くが小規模の会社であった。
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しかしながら，諸外国の鉱山への投資の関心は衰えず，１０月は韓国のシン・ジ

ェ・ヒョン・エネルギー・鉱物資源協力大使，１１月にはカナダの D・ファガン外

務・国際貿易副大臣，チリのサンティアゴ・ゴンザレス鉱業大臣などがモンゴル

を訪問し，投資とそのための法支援などに関心を表明している。

モンゴルでは石油高騰をうけ，代替エネルギーのひとつとして国内のウラン開

発への関心が高まっている。これに関してはすでにモンゴルでの採掘の経験を有

するロシアの他，フランス，ロシア，日本，韓国，インドなどが関心を示してい

る。４月１５日，バヤル首相は国際原子力機関（IAEA）本部のあるオーストリアで

エルバラダイ事務局長と会談し，モンゴルの原子力開発への協力を要請した。こ

こでバヤル首相はモンゴル国内で小型あるいは中型の原子力発電所を作る意向を

伝えた。政策実施および開発準備を進めるため，その後，６月２６日，首相直属の

原子力エネルギー委員会が設立された。

日本でウラン開発に関心を持つ丸紅の國分代表取締役常任執行役員らは１１月４

日，モンゴルを訪問し，バヤル首相と会談した。１２月２０日付の日経ネットによれ

ば，丸紅はドルノド県のドルノド，ゴルバンボラグ，マルダイの３つのウラン鉱

床開発の権益取得に関心を示しているとのことである。

対 外 関 係

２００８年のモンゴルの対外関係は上半期の石油高騰，下半期の金融不安など国際

的な問題の影響を受けつつも順調に推移した。国内では国会総選挙などがあった

が，積極的かつ幅広い外交が展開され，国際的な地位の強化が図られた。

対中国関係

２００８年の中国との関係は活発であった。北京オリンピックに関連してエンフバ

ヤル大統領が開幕式（８月７～１１日）に，バヤル首相が閉幕式（８月２３～２４日）に参

加し，それぞれが胡錦濤国家主席と会談するなど首脳レベルでの交流が行われた。

また，１０月にはカザフスタンにてバヤル首相と温家宝総理との会談が行われた。

この他，エンフバヤル大統領は香港（４月１０日，１２月２～３日），海南島（ボアオ・

アジアフォーラム：４月１１～１３日）を訪問した。また，デンベレル国家大会議議

長を団長とする議員代表団が１２月１０日から１５日まで中国を公式訪問した。

中国からは習近平国家副主席がモンゴルを公式訪問（６月１９日）し，「２００９年か

総選挙，人民革命党・民主党連立政権の確立，不況の影響
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ら２０１１年までのモンゴル・中国両国外務省間協力に関する覚書」，「２００８年から

２０１２年までの二国間の保健分野における協力計画に関する覚書」など政府間協力

および省庁間協力に関わる１３の文書に署名した。さらに食料品の価格上昇対策と

して中国から４０００万元の援助，２０１２年までの借款返済の延期，両国税関サービス

の中期的計画の実施などを表明し，石油価格高騰の対策として中国石油社から毎

月１万トンの石油を輸入することを協議した。その他，陳小工中国人民解放軍総参

謀長補佐（８月２７日），王家瑞中国共産党中央対外連絡部長（１２月１９日）が来訪した。

また，５月１２日に発生した四川大地震に対し，政府は５万ド
ルの無償援助を決定

した。２０日にはオヨン外務大臣およびルンデージャンツァン国家大会議議長が，

余洪耀在モンゴル中国特命全権大使を訪問し，モンゴル国政府を代表して四川大

地震の被災者に対し哀惜の意を表した。

２００８年の両国間貿易は，輸出は対前年比１６．３％増の１６億４３６６万９３００ドル，輸入は

同比７７．０％増の１１億９４０６万２５００ドルに達した。対中国輸出はモンゴルの輸出全体の

６４．７％を占め，依然として他を圧倒しているが，前年より１０ポイント下げた。

政府は中国政府からエグ川水力発電所建設のために２００６年１１月に３億ド
ルの借款

を受けたが，環境への影響を配慮し２００８年１月に計画を中止した。代わりに道路，

鉄道，上下水道，国境入管設備のインフラ整備に充てることを１２月に決定した。

対ロシア関係

バヤル首相は４月１０日から１２日までモスクワを訪問し，ロシアとの包括的な協

力を話し合った。この時発表されたモンゴル・ロシア共同声明には軍事協力から

エネルギー，電力，地質学，鉱山インフラ，輸送，農業，国境貿易などの部門で

の協力などが盛り込まれた。とくに鉄道の近代化，ウラン開発と原子力発電所建

設への協力，農業分野への銀行を通じた資金提供が取り決められ，さらに多極化

する世界における国連を中心とした国際協調，６カ国協議におけるモンゴルの役

割の確認，上海協力機構内での二国間，多国間の会合を開き，枠内での参加諸国

の活動を活発化させること，ロシアがモンゴルの APEC加盟を後押しすること

に合意することなどが盛り込まれた。

鉄道分野ではその後，バトトルガ道路・運輸・建設・都市計画大臣とヤクーニ

ン・ロシア鉄道社長が１１月と１２月に２度にわたる会談を行った。ウラン開発・原

子力発電の分野ではバヤル首相とキリエンコ・ロスアトム社長（元ロシア首相）が

４月と５月に２度にわたって会談を行った。軍事部門では５月にセルジュコフ・

２００８年のモンゴル
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ロシア連邦国防大臣およびマカロフ・ロシア連邦国防次官が来訪し，バトホヤグ

国防大臣と会談し，両国は１１月３日に約２０年ぶりとなる合同軍事演習を行った。

両国間の貿易は輸入が対前年比４４．７％増，輸出が同比６７．０％増と目覚しい伸び

を示している。対ロシア輸入はモンゴルの輸入全体の３４．１％と昨年より０．２ポイ

ント減ったが依然第１位である。

モスクワ大学出身でロシア大使の経験もあるバヤル首相はロシア寄りと評され

ているため，アメリカはモンゴルがロシアへの傾倒を強める動きを牽制している。

対日関係

２００８年の対日関係において首脳レベルでの交流はなく，モンゴルからはルンデ

ージャンツァン国会議長（２月２５～２９日）とオヨン外相（３月２～７日）が訪日し，

日本からは８月に村山，森両元首相が相次いで来訪した。ルンデージャンツァン

国会議長は天皇皇后両陛下への表敬，福田総理，河野衆議院議長，江田参議院議

長らと会談した。同行したモンゴルの国会議員５人とともに，日本とモンゴルの

総合的パートナーシップの構築・強化，北東アジアの平和と安全，砂漠化防止を

含む環境問題への取り組み等について衆参両議院議員と意見交換を行った。

オヨン外相は「新ウランバートル国際空港建設計画」に関する交換公文に署名

し，高村大臣と外相会談を行うとともに，経済関係者と精力的に面会し，鉱物資

源開発等に対する投資拡大を求めた。

また，両国外務省間の対話（１０月８日），日本の環境省とモンゴルの自然環境省

間の対話（６月５日）など，省庁レベルでの交流が行われた。

ODAによる支援として特筆すべきは，１月１８日に発表されたウランバートル

近郊に新空港を建設するための２８８億７００万円の円借款である（金利０．２０％，償還

期間４０年，据置期間１０年）。また，１月２５日に教育，インフラ分野に向けた「ノ

ン・プロジェクト無償資金協力」に関する交換文書が両国により署名された。さ

らに草の根・人間の安全保障無償資金協力が７回（２月１４日，３月１１日，４月２７

日，６月１７日，８月８日，９月１９日，１２月１１日）にわたり，２６件に提供された。

このような日本とモンゴルの友好・親善関係および両国間の協力の促進への貢献

が認められ，市橋康吉在モンゴル日本国大使は８月１２日，エンフバヤル大統領か

ら北極星勲章を授与された。

また，将来を担う青少年の日本理解促進政策の一環として日本外務省が立案し

た２１世紀青少年代交流計画が２００７年から５年間の予定でモンゴルでも始められた。

総選挙，人民革命党・民主党連立政権の確立，不況の影響
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２００８年には９０人の高校生が日本へ招聘され，日本文化・生活を学習・体験した。

８月２７～２８日，モンゴル人待望の大相撲モンゴル巡業が開催され，大盛況のう

ちに終わった。モンゴルにおいてモンゴル人力士が活躍する大相撲の人気は高く，

日本とモンゴルとの距離を非常に近づけている。

対アメリカ関係

２００８年には両国首脳の交流はなく，９月にバヤル首相がチェイニー副大統領と

会談し，同月モンゴルにオニール米商務省国際貿易局国際貿易担当次官が来訪し

たことを除くとそれほど目立った動きはみられなかった。

２００７年エンフバヤル大統領の訪米中にまとめられた総額２億８５００万ドルに上る

ミレニアム挑戦会計によるアメリカからの援助計画は，１月８日にモンゴル国会

で承認され，４月１７日，ミレニアム挑戦公社のモンゴル作業部会が発足した。今

後５年間，同公社は鉄道，職業教育，不動産登記，保健分野での援助を行うこと

になっており，６月にモンゴルに事務所を開き正式に活動を開始した。

また前年同様，ウランバートル郊外の軍事演習場でアメリカ，モンゴルのほか，

タイ，ネパール，インドなどから兵士総勢約３６０人が参加した合同軍事演習「ハ

ーン・クエスト」が９月４～２１日に実施された。１０月にはモンゴル軍兵士たちが

イラクから帰国し，２００３年７月から第１０陣にまで及んだモンゴル軍のイラク派兵

は完了した。そして，１１月１４日にブッシュ大統領からモンゴル国のイラク復興活

動参加への謝意を示す書簡が送られた。

その他諸国との関係

２００８年には国会総選挙があったにもかかわらず，モンゴル政府首脳は，エンフ

バヤル大統領が中国のほか，韓国（２月），イスラエル（５月），フランス（１０月），

ブルガリア（１０月）を訪問し，バヤル首相が中国，ロシア，アメリカのほか，オー

ストリア（４月），韓国（１０月）を訪問するなど幅広い外交を展開した。

また，海外からはアブドゥラ・サウジアラビア皇太子（３月），ウゲン・デンデ

ブ・ブータン王国特使（７月），アル・サバーハ・クウェート国首相（７月），メシ

ッチ・クロアチア共和国大統領（８月），ナザルバエフ・カザフスタン共和国大統

領（８月），アナンド・サティアナンド・ニュージーランド総督（８月），アルベー

ル２世モナコ大公（８月），ケーラー・ドイツ連邦大統領（９月），ヤズジュ・トル

コ副首相兼国務大臣（１０月），ルクセンブルグ大公国首相（１０月），アンドリュー英

２００８年のモンゴル
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国王子（１０月），カチンスキ・ポーランド大統領（１２月）など多くの要人が来訪した。

また，世界的な石油価格高騰により，新たな石油の輸入先を模索し，代替エネ

ルギーとしてのウラン開発への協力を求める活発な外交が展開された。石油の輸

入先に関しては，ロシア，中国のほか，８月と１０月に行われたカザフスタンとの

首脳会談により年間１５万トンの石油を５年間輸入することが決定された。また，

クウェート（１０月）などからの石油輸入の可能性を模索した。

バヤル首相は韓国を訪問した際，李明博大統領と会談し，２０１０年に両国の外交

関係樹立２０周年を迎えるに当たり，２０１０年を「モンゴルにおける韓国年」，２０１１

年を「韓国におけるモンゴル年」とすることにつき合意した。

朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）との関係は２００８年で６０年を迎えた。７月２０日

に政府は「労働者交換に関するモンゴル・北朝鮮政府間協定」を承認し，北朝鮮

からの労働者の受け入れ体勢を整えた。

２００９年の課題

モンゴルの国内政治における最大の課題は慎重に体制作りを進めていった連立

政権が，安定した政権運営ができる環境が維持できるかどうかである。人民革命

党，民主党間に政策をめぐる深刻な対立が表面化した場合，２００８年末から兆候が

みえ始めた未曾有の経済危機を乗り越えることは難しい。とくにモンゴルの今後

の発展の鍵となる鉱山開発に関して，オユン・トルゴイ鉱床やタワン・トルゴイ

鉱床などの「戦略的鉱区」の投資協定を両党が協力してどのようにまとめるかが

最大の焦点となろう。

経済面で最も大きな課題は世界的な金融不安から投資の減退が起こっている現

状をどう克服するかである。１１月２１日，国会が承認した政府行動計画案では鉱物

資源採掘部門の発展がその目標の最初の項目に挙げられ，工業，農業の発展など

を促進させることで年平均１２％の経済成長率を見込んでいる。しかし現状ではそ

の達成は難しいといわざるをえない。２００８年１２月にエンフバヤル大統領は中央銀

行総裁や主要企業や銀行の経営者とともに香港を訪れ，ドイツ銀行，HSBC，ゴ

ールドマンサックス，中国銀行の代表と会談し，さらに投資家や証券取引所に投

資を呼びかけた。その成果が出るかどうかは未知数である。

（北海道大学スラブ研究センター共同研究員）
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１月２日

▲

国家大会議（以下，国会）総選挙を

６月２９日に決定。

４日

▲

政府，臨時閣議で違法酒造業者１１社

の営業取消を決定。

８日

▲

国会，米国ミレニアム挑戦会計によ

るモンゴル無償援助供与を承認。

１１日

▲

バヤル首相，ダルハンオール県ホン

ゴル郡を視察。住民に対し水銀汚染に関する

政府の対応の遅さを謝罪。

１４日

▲

「食料の供給と安全年」開会式。

１６日

▲

定例閣議，アルコール製品製造許可

関連法案を上程。

▲

定例閣議，シエラレオネでの国連平和維

持活動への第５次派兵を決定。

１８日

▲

市橋康吉在モンゴル日本国特命全権

大使，新空港建設のための円借款提供を発表。

▲

行政監察庁，一部企業にアルコール飲料

販売再開を許可。

２８日

▲

政府，世銀と共催でドナー国技術会

議を開催。

２月４日
▲

モンゴル緑の党と市民運動党，総

選挙に際し「市民同盟」の結成に合意。

１４日
▲

国民新党，ツォルモン建設・都市計

画大臣を新党首に正式任命。
▲

汚職対策庁，オトゴンバヤル国会議員の

起訴を発表。

２０日

▲

ゴルムト銀行，クレディ・スイス銀

行との業務提携を発表。

２５日

▲

エンフバヤル大統領，李明博韓国大

統領の就任式に出席。

▲

ルンデージャンツァン国会議長，訪日（～

２９日）。

２７日

▲

政府，「第３次開拓運動計画」を承

認。

３月２日

▲

オヨン外相，訪日（～７日）。

１０日

▲

WHO調査団，ダルハンオール県ホ

ンゴル郡水銀汚染調査結果を発表。

１３日

▲

緑の運動と市民連合と公正市民戦線，

モンゴル政府の「金鉱床開発計画」の中止を

求め記者会見。

１８日

▲

市民運動党，バヤル首相に対し価格

高騰への対策を取るよう要請。

▲

貯蓄銀行横領事件第１審でフレルスフ議

員に禁固２年１カ月の実刑判決。

１９日
▲

ガントゥムル国会議員，モンゴル国

内での米ドル売買禁止を提案。
▲

アブドゥラ・サウジアラビア皇太子，来

訪。

▲

定例閣議，郵便局の民営化を決定。

２１日

▲

中山恭子内閣総理大臣補佐官，来訪。

▲

ナランフー産業・通商大臣，「エナジー・

リソース」社とのタバン・トルゴイ石炭鉱床

開発権譲渡契約に署名。

３１日

▲

マイクロソフト代表団，来訪。

４月２日

▲

ホンゴル郡水銀事件判決。

３日

▲

クウェート代表団，来訪。

８日

▲

政府，鉱工業での水銀使用を禁止。

１０日

▲

バヤル首相，ロシアを訪問（～１２日）。

▲

エンフバヤル大統領，香港を訪問。

１１日

▲

エンフバヤル大統領，ボアオ・アジ

アフォーラム参加（～１３日）。

１５日

▲

バヤル首相，オーストリアでエルバ

ラダイ国際原子力機関（IAEA）会長と会談。

１８日

▲

労働組合連盟，政府庁舎前で物価高

騰に対するデモ。

２２日

▲

国会，新空港建設計画に関わる円借

款を承認。

２４日

▲

モンゴル民族団結党，国民の意志党

に合流。

３０日

▲

国民新党と共和党と祖国党，「第三

勢力連合」を結成，選挙に臨むと発表。

▲

政府，鳥インフルエンザ予防のため中国

重要日誌 モンゴル ２００８年
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より鳥類，鶏肉，鶏卵の輸入禁止を決定。

５月９日

▲

政府，原子力エネルギー委員会を

首相管轄下に置くことを決定。

１２日

▲

政府，手足口病の感染拡大防止のた

めの医療品の補充および緊急医療設備等への

緊急支出を決定。

１３日

▲

エンフバヤル大統領，イスラエルを

訪問（～１４日）。イスラエル首相，大統領ほか，

クロアチア，スロベニアの大統領と会談。

２０日

▲

中央選挙管理委員会，国会総選挙に

参加する１２政党と１連合を正式登録。

▲

政府，中国大使館を通じ四川大地震被災

者に対して哀惜の意を表明。

２２日

▲

国会，土地私有化改正法案可決。同

法施行期間５年間延長。

２６日

▲

吹雪によりモンゴル東部３県で住民

３３名が死亡，２９名が行方不明。

２７日

▲

国会，「就学前教育及び初等中等教

育法改正法案」可決。初等中等教育が１１年制

から１２年制へ移行。

６月４日

▲

国会，対ルーマニア借款の調整及

び免除に関する議定書に署名。社会主義時代

の債務の９３％が免除される。

５日
▲

障害者団体，政府庁舎前で「道路

法」と「高齢者及び障害者の社会保障法」改

正に抗議しハンガーストライキ。

１０日

▲

トルコ政府，食糧援助として１０万ド
ル

を寄贈。

▲

政府，インドからの無償援助であるコメ，

砂糖（各５０００トン）の配給を開始。

１９日

▲

習近平中国国家副主席，来訪。

２０日

▲

中央選挙管理委員会，総選挙の立候

補者名簿を発表。立候補者３５６名。

２４日

▲

各地で洪水発生。３名死亡。

２５日

▲

パディルラ在モンゴル・バチカン大

使，着任。

２６日

▲

第１回民間企業開発評議会開催。

▲

政府，首相直属の原子力エネルギー委員

会設立を決定。

２９日

▲

国会総選挙。

３０日

▲

政府，電気料金，セントラルヒーテ

ィング料金等の値上げを決定。

７月１日

▲

選挙結果に対するデモ，暴動，発

生。５名死亡，２２１名負傷。政府，国家非常

事態宣言を出す。

４日
▲

騒乱対処の為の政党協議会，開催。

７日
▲

マグナイ市民運動党副党首，騒乱罪

により拘束。
▲

国会人権小委員会，７月１日の騒乱に関

連し人権侵害の存否を審議（～９日）。

９日

▲

エンフバヤル大統領，李康国韓国憲

法裁判所長官と会談。

▲

政府，ガソリン，ディーゼル燃料にかか

る税金の軽減措置を決定。

１１日

▲

ナーダム祭（～１３日）。

１４日

▲

中央選挙管理委員会，総選挙の公式

結果をエンフバヤル大統領に提出。民主党は

結果の受け入れを拒否。

２０日

▲

政府，「労働者交換に関するモンゴ

ル・北朝鮮政府間協定」を承認。

２１日

▲

ウゲン・デンデブ・ブータン王国特

使，来訪。

▲

市民社会運動，騒乱に対する政府の対応

への抗議デモ。

２２日

▲

フブスグル県，バヤンホンゴル県で

家畜の炭疽病が発生。

２３日

▲

アル・サバーハ・クウェート国首相，

来訪（～８月２日）。

▲

第５期国会，６６名（未確定１０人を除く）全

員の出席を得て開催。

２４日

▲

ツォグトバータル外務省事務次官，

ASEAN外相会議に出席。

２５日

▲

太平洋経済協力会議（PECC），モン

ゴルの正式加盟を承認。

２００８年 重要日誌
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８月２日

▲

メシッチ・クロアチア共和国大統

領，来訪（～５日）。

６日

▲

ナザルバエフ・カザフスタン共和国

大統領，公式訪問。

７日

▲

エンフバヤル大統領，訪中（～１１日）。

オリンピック開会式出席のため。

１２日

▲

政府，市橋在モンゴル日本国特命全

権大使に「北極星勲章」を授与。

１５日

▲

トゥブシンバヤル選手，北京五輪柔

道１００kg級でモンゴル史上初の金メダルをも

たらす。

１８日

▲

ウランバートル市ナライハ区の石炭

鉱山で作業員２名が酸欠で死亡。

２０日

▲

フレデリク・デンマーク皇太子，来

訪。

２２日

▲

アルベール２世モナコ大公，来訪。

「文化分野協力覚書」に署名。

２３日

▲

バヤル首相，訪中（～２４日）。北京オ

リンピック閉会式に出席。

▲

村山元総理大臣，来訪（～２７日）。

２６日

▲

森元総理大臣，来訪（～２８日）。

▲

大島武雄日本相撲協会巡業部長ら，エン

フバヤル大統領を表敬。

２７日
▲

陳小工中国人民解放軍総参謀長補佐，

来訪。四川大地震支援に謝意。

２８日

▲

政府，モンゴルと米国の経済発展に

関する政府間協定の改定文書に署名。

２９日

▲

N・アルタンホヤグ，民主党党首に

就任。

９月１日

▲

バヤル首相，アルタンホヤグ新民

主党党首と会談。連立政権樹立に合意。

▲

デムベレル議員（人民革命党），新国会議

長に選出。

４日

▲

多国間軍事共同演習「ハーン・クエ

スト」，タワン・トルゴイにて実施（～２１日）。

▲

ジャルガルサイハン共和党党首，騒乱を

首謀した容疑で拘束。

▲

ケーラー・ドイツ連邦大統領がモンゴル

を公式訪問（～６日）。

５日

▲

民主党，連立政権樹立案を受諾。

９日

▲

バヤル首相，イルクーツクでの自然

環境経済フォーラムに参加。

１０日

▲

N・エンフボルド（人民革命党），G・

バトフー（民主党）が国会副議長に任命。諸常

任委員会委員長も決定（人民革命党４人，民

主党３人）。

１１日
▲

国会，バヤル首相を再任。
▲

労働者組合連盟，物価上昇に反対するデ

モを組織。

１２日

▲

人民革命党と民主党，「人民革命党・

民主党間協力協定」に署名。

１７日

▲

国会，政府組織関連法改正法案を承

認。中央官庁の数が１４省から１２省へ。

１９日

▲

国会，新閣僚を承認。

２２日

▲

バヤル首相，国連総会参加（～１０月

１日）。２６日，潘基文国連事務総長，チェイ

ニー米国副大統領と会談。

２３日

▲

国会，アジア女性議員連盟との共催

で人口・開発問題に関する第６回国際フォー

ラムを開催（～２４日）。

２４日

▲

バヤル首相，脱脂粉乳などへのメラ

ミン混入対策を関係閣僚に指示。

１０月１日

▲

イラクの平和維持活動に参加して

いたモンゴル軍帰国。

２日

▲

７月１日の騒乱を首謀した疑いで拘

束されたジャルガルサイハン共和党党首（前

国家大会議議員），保釈。

３日

▲

コリ・モハムメド・カザフスタン文

化・情報相，来訪。

６日

▲

アマルサイハン鉱物資源・石油管理

庁副長官，クウェート訪問（～７日）。石油輸

出の可能性について意見交換。

▲

エンフバヤル大統領訪仏（～８日）。スケ

ッフェル NATO事務総長，ペテリング欧州

モンゴル
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議会議長と会談。

▲

ヤズジュ・トルコ副首相兼国務大臣，来

訪。

８日

▲

外務・貿易省，日本外務省との政策

対話，地域情勢対話を開催。

９日

▲

エンフバヤル大統領，ブルガリアを

公式訪問（～１０日）。

１２日

▲

統一地方選挙。

１５日

▲

バヤル首相，韓国を公式訪問（～１７

日）。２０１０年を「モンゴルにおける韓国

年」，２０１１年を「韓国におけるモンゴル年」と

することで合意。

１７日

▲

ビニョン・スイス連邦議会議長，モ

ンゴルを公式訪問。

２２日

▲

政府，ガソリンの国家備蓄の下限量

を１２万トンから２万６０００トンへ改定。

２７日

▲

バヤル首相，２００８～２０１２年の政府行

動計画案を国会に提出。

２８日

▲

モンゴル政府，世界銀行共催で「経

済政策会議」を開催（～２９日）。

▲

シン・ジェ・ヒョン韓国エネルギー・鉱

物資源協力大使，来訪。

２９日
▲

バヤル首相，カザフスタンでの上海

協力機構会合に出席（～３１日）。

３０日

▲

グエン・ミン・チエット・ベトナム

大統領，来訪（～３１日）。

３１日

▲

アンドリュー英国王子，来訪。

１１月２日

▲

国会，行政組織機構改革案を承認。

３日

▲

モンゴル軍，インドでの合同軍事演

習「Nomadic Elephant」に参加（～１７日）。

▲

モンゴル軍，ロシアと合同軍事演習実施。

６日

▲

鉱山投資家の国際会議「Discovery

Mongolia 2008」開催（～７日）。

１０日

▲

ボルド国防相，第７回欧州安全保

障・防衛会議に出席（～１１日）。

▲

モンゴルの高校生９０人，日本政府の招待

により訪日（～２１日）。

１２日

▲

ファガン・カナダ外務・国際貿易副

大臣，来訪（～１６日）。

１４日

▲

政府，ブッシュ米大統領からモンゴ

ル国のイラク復興活動参加への謝意を示す書

簡を受領。

２５日

▲

国会，預金保護法案を承認。

２７日

▲

国会，２００９年度予算を可決。

３０日

▲

首都議会再選挙。

１２月１日
▲

カチンスキ・ポーランド大統領，

来訪（～２日）。

２日

▲

エンフバヤル大統領，香港での

「global initiative」アジア会議に出席（～３日）。

クリントン米前大統領と会談。

４日

▲

国会，新鉱山開発資源法を承認。

９日

▲

「アジアのオオカミ」社製ウォッカ

中毒事件判決。取締役会長始め関係者９人に

５年から８年の禁固刑。

１０日

▲

政府，シエラレオネに平和維持軍と

して軍の第７次派遣を承認。

▲

デンベレル国会議長，呉邦国・中国全国

人民代表大会常務委員長と会談（～１５日）。

▲

モンゴル中央銀行，アノド銀行を管理下

に置く（１５日より営業再開）。

１４日

▲

エンフバヤル大統領，エルデネット

鉱山工場創立３０周年記念式典に参列。

１６日

▲

バヤル首相，G・ムンフバヤルをウ

ランバートル市長に任命。

１８日

▲

デムベレル国会議長，サイニャソー

ン・ラオス国家主席を表敬。

１９日

▲

王家瑞中国共産党中央対外連絡部長，

来訪。

２４日

▲

政府，１３名の副大臣を任命（法務・

内務副大臣は２６日に任命）。

２００８年 重要日誌
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大統領

国家安全評議会

常任委員会

国家大会議
（一院制）

アイマグ，首都
裁判所

アイマグ，首都
各代議員議会

アイマグ，首都
検事局

ソム，
地区裁判所

ソム，地区
各代議員議会

ソム，
地区各行政
機関

ソム，
地区検事局

アイマグ，
首都各
行政機関

食糧・農牧業・
軽工業省

国防省

社会福祉・労働省

保健省

道路・運輸・建設・
都市計画省

鉱物資源・
エネルギー省

首相
副首相

外務・貿易省

大蔵省

法務・内務省

自然環境・
観光省

教育・文化・
科学省

内閣官房

最高裁判所 国家検察庁

1）

2）

5）

5）

4）

3） 3）

（注）  １）国家元首，政党の推薦を受け国民の直接選挙で選出，任期４年，大統領資格は
　　  ４５歳以上，選挙前５年以上継続し国内に居住したモンゴル国籍の者。２）国家最高機関，
　　  定員７６人，任期４年，議員資格２５歳以上。首相以下の閣僚を選出。定例年２回，１回
　　  ７５日以上。  ３ ）最高裁長官，検事総長は国家大会議議決を 経て大統領が任命。４）任期
          ４年。５）アイマグ（県），首都の知事は地方議会の提案で首相が任命。ソム（郡），区
　　  等の首長は上部アイマグ，首都知事が任命，任期４年。

アイマグ＝県，ソム＝郡

◯１ 国家機構図（２００８年１２月末現在）

◯２ 政府・議会要人名簿（２００８年１２月末現在）

大統領 N. Enkhbayar

［閣 僚］

首相 S. Bayar（人民革命党）

第一副首相 N. Altanhuyag（民主党）

副首相 M.Enkhbold（人民革命党）

外務・貿易相 S. Batbold（人民革命党）

大蔵相 S. Bayartsogt（民主党）

法務・内務相 Ts. Nyamdorj（人民革命党）

自然環境・観光相 L. Gansukh（民主党）

教育・文化・科学相

Y. Otgonbayar（人民革命党）

食糧・農牧業・軽工業相

T. Badamjunai（人民革命党）

国防相 L. Bold（民主党）

道路・運輸・建設・都市計画相

Kh. Battulga（民主党）

社会福祉・労働相 T. Gandi（人民革命党）

鉱物資源・エネルギー相

D. Zorigt（人民革命党）

保健相 S. Lambaa（民主党）

官房長官 B. Dolgor（人民革命党）

［国家大会議］

議長 D. Demberel（人民革命党）

副議長 N. Enkhbold（人民革命党）

副議長 G. Batkhuu（民主党）

参考資料 モンゴル ２００８年
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◯３ ２００８年経済成果（暫定，抄訳）
（国家統計局発表）

１．国家財政

２００８年の歳入および援助総額は２兆１５６４億
トグ
リグ，歳出は２兆４６２０億トグ

リグで，財政収支は３０５７

億トグ
リグの赤字であった。

税収は前年比２５．７％（３８６６億トグ
リグ）増加した。

うち外国貿易税収は４７．２％（４８４億トグ
リグ），特別

税収は３３．４％（４４７億トグ
リグ），付加価値税収は

３３．９％（９００億トグ
リグ）それぞれ増加した。

２．金融

２００８年１２月末現在の通貨供給量（M２）は２

兆３４１４億トグ
リグ。前年同期比で２．５％（５９９億トグ

リグ）減

であった。

１２月末の国内通貨での預金は１５．２％（１６９６

億トグ
リグ）減で９４４１億トグ

リグとなった。外貨預金は

１２．５％（５０４億トグ
リグ）増で，４５２８億トグ

リグに達した。

１２月末現在，貸付残高は前年同期比２８．２％

増で２兆６３５６億トグ
リグに達した。ただし，期限切

れ貸与残高は２．３倍（５３０億トグ
リグ）増加し，不良債

権は前年同期比で３．８５ポイント増加し，１８８７

億トグ
リグと全貸付総額の７．２％にも及んだ。２００８

年１１月末の外貨準備高は前年同期比で３９．８％

（４億９０万ド
ル）減の６億６３０万ド

ルとなった。

３．物価

２００８年１２月の消費者物価指数は前年同期比

で２２．１％上昇した。内訳をみると教育サービ

ス部門が３９．９％，レストラン，ホテル部門が

３１．４％，医薬品，医療サービス部門が２７．０％，

運輸部門は２５．８％，食料品は２４．０％，住宅，

電気水道，燃料サービス部門は２２．６％上昇し，

情報通信関係は３．０％下落した。

１２月末現在，各県レベルにおける消費者物

価指数は前年同期比１１．９～２９．４％上昇した。

４．貿易

２００８年貿易総額は６１億５５１０万ド
ルに達した。

うち輸出は２５億３９３０万ド
ル，輸入は３６億１５８０万

ド
ルで，貿易収支は１０億７６５０万ド

ルの赤字であっ

た。貿易総額は前年比４９．４％増，うち輸出は

３０．３％増（５億９０１０万ド
ル），輸入は６６．６％増（１４

億４５７０万ド
ル）であった。貿易赤字増大の最大

要因は燃料の輸入の増大であり，輸出よりも

３６．３ポイント増加している。

［輸出］ 政府の２００８年社会経済発展指針に

おいて輸出と外貨準備高の増加を目標に掲げ

ていたが，赤字は前年より４．９倍（８億５５６０万
ド
ル）も増えた。

鉱産物の輸出は前年比で２億２４１０万ド
ル，加

工，半加工の貴金属，宝石類は３億６５３０万ド
ル，

化学製品および化学工業製品は３１７０万ド
ル，家

畜および畜産品は４７０万ド
ル，それぞれ増加し

た。しかし毛織物，繊維製品は３７１０万ド
ル，鉄

鉱石および鉄製品は３３０万ド
ル，原皮および加

工皮革，獣毛品類は１６０万ド
ル，それぞれ減少

した。

前年比の輸出増加分（５億９０１０万ド
ル）のうち

３５．２％（２億７５０万ド
ル）はトグリグ・ドル・レ

ートの上昇によるものであり６４．８％（３億

８２６０万ド
ル）が輸出量の増加分である。銅精鉱

は輸出量が４．１％増え，ドル・レートの上昇

が輸出額を３．０％引き上げた。銅精鉱の２００８

年平均価格は１４３３ドル／トンと前年度比で

７．４％上昇した。

半加工，未加工の金の輸出量は前年比で

９１．２％増え，輸出額は２．５％増加。平均価格

は kg当たり２万７１００ドルと前年度比で３３．６％

上昇。

［輸入］ 前年に比べ，鉄鉱石の輸入は３億

６２７０万ド
ル，自動車，飛行機，船舶および関連

機器は２億３５５０万ド
ル，機械，電気機器および

関連機器は１億８３１０万ド
ル，鉄鉱石および鉄製

品は１億２７０万ド
ル，食品類は７１１０万ド

ル，野菜

製品は８１２０万ド
ル，化学製品および化学工業製

２００８年 参考資料
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品は４２６０万ド
ルそれぞれ増加した。しかし毛織

物および繊維製品の輸入は２１％（１０２０万ド
ル）減

少した。

前年比の輸入増加分（１４億４５７０万ド
ル）のうち

６４．２％（９億２８８０万ド
ル）はトグリグ・ドル・レ

ートの上昇によるものであり，３５．８％（５億

１６９０万ド
ル）が輸入量の増加によるものである。

前年比で石油の輸入は２万３００トン（１億２３１０

万ド
ル），自動車は１万６３００台（８８９０万ド

ル），小

麦粉は１万９９００トン（２５５０万ド
ル），電力の輸入

が９９０万 kW（１６２万７９００ドル），それぞれ増加し

た。

５．工業

２００８年の工業総生産は１兆７６４６億トグ
リク（２００５

年価格）で，前年比２．８％（４７７億トグ
リグ）増加した。

２００８年には鉱物採掘，水浄化，水供給，繊

維製品，電力，火力発電と残熱蒸気利用，石

炭採掘，タバコ，家具，自動車関連機器以外

の鉄製品，木材製品，食料品，飲料水，石油，

天然ガス，出版，印刷，メディア産業，非鉄

鉱物製造業，事務器具，コンピュータ，電気

機械・器具，化学製品，コークス，石油化学

製品，核燃料，輸送機器の部門で０．７％から

最大で９．０倍も増加した。紙，鉄，医療用品，

精密機械，検査機械，時計，洋服，革製品，

ゴム，プラスチック，靴，自動車用品などで

は３．２～６６．７％減であった。

統計調査対象の主要製品のうち，前年比で

６１．８％が生産増で，３８．２％が生産減であった。

６．運輸

２００８年，２３９０万トンの貨物，延べ２億３１６０

万人の旅客が輸送された。前年比で貨物輸送

は２．５％（５７万４１００トン）増，旅客輸送は１０．３

％（２１７０万人）増であった。

鉄道での輸送は貨物が３．７％（５２万５６００ト

ン）増，旅客が２．８％（１２万５４００人）増であった。

また通過貨物量は２３３万７１００トンで３２．７％

（１１３万６２００トン）減であった。航空機の輸送

は貨物が２．４％（１００トン）減，旅客が５．９％（２

万２９００人）減であった。自動車での輸送は貨

物が０．５％（４万８６００トン）増，旅客が１０．７％

（２１９０万人）増であった。

７．農牧畜業

２００８年末の家畜算出結果（暫定値）によると，

家畜総数は４３３０万頭に達し，前年比７．５％（３００

万頭）の増加であった。ラクダは２．２％増で２６

万６４００頭，馬は２．３％減で２１８万６９００頭，牛は

３．２％増で２５０万３４００頭，羊は５．３％増で１８３６

万２３００頭，山羊は８．８％増で１９８６万９４００頭と

なった。

８．失業者

２００８年末現在，全国で正式に登録済みの失

業者は２万９８００人，前年比で０．４％（１０００人）

減であった。

９．健康

２００８年の子供の出生数は６万３３００人で前年

比１３．４％（７５００人）増であった。１歳未満の死

亡率は１０００人に対し２０人，昨年より２ポイン

ト上がった。５歳未満の死亡率は１ポイント

下がった。

伝染病患者数は４万３８００人となり，前年比

６．６％（２７００人）増加した。

１０．犯罪

２００８年の犯罪件数は２万７００件で前年比

２．７％減少した。犯罪の発生を地域別にみる

と，バヤンウルギー県，アルハンガイ県，セ

レンゲ県，ウブス県とウランバートルでは

３．７％から２７．５％増加したが他県では１．３％か

ら３１．２％の減少がみられた。
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主要統計 モンゴル ２００８年

１ 基礎統計

２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８２）

人 口１）（年末，１，０００人）
消 費 者 物 価 上 昇 率（％）
失 業 者 数（年末，１，０００人）
為替レート（１ドル＝トグリグ，年末）

２，５０４．６
４．７
３３．３

１，１６９．０

２，５３３．２
１１．０
３５．６

１，２０９．０

２，５６２．８
９．５
３２．９

１，２２９．０

２，５９４．１
６．０
３２．９

１，１６５．０

２，６３５．１
１５．１
２９．９

１．１６９．９

２，６８３．４
２２．１
２９．８

１，２６７．５
（注） １）国内居住者のみの統計。２）暫定値。
（出所） Monthly Bulletin of Statistics ,２００８年１２月号：同，２００５年１２月号：Mongol Ulsin Ediin Zasgiin

Baidlin Tukhai Taniltsuulga（モンゴル国家統計局『モンゴル経済，社会状況報告』），２００８年１２月号。

３ 作物収穫高

穀物 馬鈴薯 野菜

（１，０００ｔ）

総作付面積

（１，０００ha）年
総計

（１，０００ｔ）
１ha収穫
（１００kg）

総計
（１，０００ｔ）

１ha収穫
（１００kg）

２００２
２００３
２００４
２００５
２００６
２００７
２００８１）

１２５．９
１６５．０
１３８．５
７５．２
１３８．６
１１４．８
２１２．９

５．７
７．９
８．０
４．７
１１．０
９．２
１３．８

５１．９
７８．７
８０．２
８２．７
１０９．１
１１４．５
１３４．８

５６．４
９３．４
８８．３
８４．８
１０１．７
９９．９
１０９．６

３９．７
５９．６
４９．２
６４．０
７０．４
７６．５
７８．９

２８５．７
２２５．９
２００．５
１８９．５
１６２．０
２０２．７
１９２．５

（注） １）暫定値。
（出所） 表１に同じ。

２ 主要経済指標

２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８１）

実 質 Ｇ Ｄ Ｐ 成 長 率（％）
工業総生産（１０億トグリグ，２０００年価格）２）

工 業 総 生 産 成 長 率（％）
投 資（１億トグリグ，名目）
国 家 歳 入（１０億トグリグ）
国 家 歳 出（同上）
財 政 収 支（同上）
貿 易 総 額（１００万ドル）
輸 出（同上）
輸 入（同上）
貿 易 収 支（同上）
総 家 畜 数（１００万頭）
子 家 畜 育 成 数（１，０００頭）
出生に対する育成率（％）

５．３
２７６．６
２．０

５１３．９
５５３．９
６１５．８
－６１．９

１，３８７．５
６００．２
７８７．３
－１８７．１
２５．３

７，８８５．５
９３．４

１０．６
８４８．７
１３．０
５７９．７
７１３．１
７５２．５
－２４．５

１，８９０．８
８６９．７

１，０２１．１
－１５１．４
２８．０

９，２９６．１
９７．２

６．２
８１３．１
－４．２
７９７．２
８３３．３
７７２．９
６０．４

２，２０２．４
１，０５３．７
１，１４８．７

－９５．０
３０．４

９，３３２．９
９４．１

８．４
８８９．０
９．１

１，３４１．５
１，３５３．２
１，２２８．７
１２４．５

３，０００．０
１，５２８．８
１，４８９．２
３９．６
３４．８

１０，８００．０
９５．３

９．４
１，７１６．９
１０．０

２，３００．１
１，８８０．５
１，７４７．３
１３３．２

４，００６．３
１，９４９．２
２，１７０．１
－２２０．９
４０．３

１２，７６７．６
９７．１

８．９
１，７６４．６
０．０３

－
２，１５６．４
２，４６２．０
－３０５．６
６，１５５．１
２，５３９．３
３，６１５．８
－１，０７６．５
４３．３

１２，７８０．０
９１．０

（注） １）暫定値。２）２００３年は１９９５年価格換算，２００４～２００６年までは２０００年価格換算，２００７年，２００８
年は２００５年価格換算。

（出所） 表１に同じ。
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４ 家畜頭数 （単位：１，０００頭）

２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８１）

総 数
ラクダ
馬
牛
羊

山 羊

２３，６８５．０
２５２．０
１，９７０．０
１，８６９．０
１０，５３７．０
９，０５６．０

２５，３０７．０
２５６．０

１，９５８．０
１，７８４．０
１０，７０６．０
１０，６０３．０

２７，９６７
２５６．０

１，９９９．０
１，８３６．０
１１，６６０．０
１２，２１５．０

３０，３９９．０
２５４．０

２，０２９．０
１，９６４．０
１２，８８５．０
１３，２６９．０

３４，８０２．０
２５３．０

２，１１４．０
２，１６７．０
１４，８１５．０
１５，４５１．０

４０，２６３．８
２６０．６

２，２３９．５
２，４２５．８
１６，９９０．１
１８，３４７．８

４３，２８８．５
２６６．４

２，１８６．９
２，５０３．４
１８，３６２．３
１９，９６９．４

（注） １）暫定値。
（出所） 表１に同じ。

５ 主要輸出品 （単位：１万ドル）

２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８１）

銅 精 鉱
モリブデン精鉱

金
亜 鉛 精 鉱
梳毛カシミヤ
カシミヤ原毛

２８，４３２．２
２，００４．１
１３，６８４．５

－
４，４０６．５
６８．５

３２，６２１．７
４，６６７．７
３３，１４１．１
１，０２２．０
５，２７９．４
１，３４４．６

６３，５４２．０
４，７７９．０
２７，０１０．５
９，１１４．０
８，１７４．１
６，３０６．５

８１，１５０．３
７，５３８．３
２３，４８７．４
１７，５９１．９
１１，４２７．７
６，３４２．８

８３，５６３．５
８，２３４．４
５９，９８８．３
１５，４６１．７
９，７６１．４
７，７２２．９

（注） １）暫定値。
（出所） Monthly Bulletin of Statistics ,２００８年１２月号；同，２００５年１２月号。

６ 主要輸入品 （単位：１万ドル）

２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８１）

機械，電気製品
鉱 産 物
輸送関連機器
食 料 加 工 品
植物原料産品
繊維，繊維製品

２０，１４８．８
２３，１３２．６
１０，３８２．６
７，３３１．６
７，０５４．５
１０，１７４．５

２５，６０１．５
３２，６５７．９
１１，６００．５
７，８４０．９
５，５９５．０
７，６３５．１

２７，０８６．３
４５，０３４．９
１４，９６０．４
９，５９２．１
６，３４２．７
６，４２１．７

４２，４３８．９
５９，４３９．７
２２，２８６．５
１５，８８６．３
７，９３２．４
４，８５４．９

６０，７５１．０
９６，５６４．４
４５，８４１．７
２２，９９５．２
１６，０５３．３
３，８３３．５

（注） １）暫定値。
（出所） 表５に同じ。

７ 主要国別貿易構成比（２００８年）１） （％）

輸
出

中国 カナダ イギリス ルクセンブルグ アメリカ ロシア イタリア フランス 韓国
６４．７ ６．９ ６．５ ６．４ ４．４ ３．３ １．７ １．２ １．２

輸
入

ロシア 中国 日本 韓国 アメリカ ドイツ ウクライナ シンガポール フランス
３４．４ ３３ ６．６ ５．４ ４．３ ２．６ １．４ １．２ ０．９

（注） １）暫定値。
（出所） Monthly Bulletin of Statistics ,２００８年１２月号。

モンゴル

１１３



８ 主要工業生産状況

単位 ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８１）

電 力 １００万kW ２，４６３．９ ２，５１９．２ ２，６９２．０ ２，８１６．８ ２，９３３．０ ３，０７８．３ ３，３５９．６

石 油 １，０００
バレル １３９．２ １８３．０ ２１５．７ ２００．７ ３６６．８ ８３３．２ １，１７４．２

石 炭

蛍 石 精 鉱

銅 精 鉱

モリブデン精鉱

金

亜 鉛 精 鉱

鉄 鉱 石

コ ー ク ス 炭

銅 カ ソ ー ド

セ メ ン ト

石 灰

赤 煉 瓦

建設用扉・窓

絨 毯

フ ェ ル ト

ラ ク ダ 毛 布

皮 靴

梳毛カシミヤ

小 麦 粉

家 畜 肉

洗 浄 羊 毛

ハ ム 類

パ ン

ア ル コ ー ル

ビ ー ル

ウォッカ，果実酒

飼 料

１，０００ｔ

１，０００ｔ

１，０００ｔ

ｔ

kg

１，０００ｔ

１，０００ｔ

１，０００ｔ

ｔ

１，０００ｔ

１，０００ｔ

１００万個

１，０００m２

１，０００m２

１，０００ｍ

１，０００枚

１，０００足

ｔ

１，０００ｔ

１，０００ｔ

ｔ

ｔ

１，０００ｔ

１，０００�

１，０００�

１，０００�

１，０００ｔ

５，０３７．４

１５９．８

３７６．３

３，３８４．０

１２，０９７．１

－

－

－

１，５００．０

１４７．６

４２．５

１３．２

２．８

５３３．９

１１２．９

３８．３

９．５

６２２．１

４９．６

６．８

１，１７９．６

９５０．６

２１．７

４，９０２．３

３，３７５．３

９，４３６．２

１３．０

５，５７３．８

１９８．４

３７２．２

３，８３６．６

１１，１１８．６

－

－

－

１，３４１．１

１６２．３

４２．１

２２．９

５８．６

６６３．１

３０３．０

２７．４

４．６

３９６．９

５４．１

１１．１

５０７．８

１，１７０．６

２２．１

２，０７７．６

３，０２７．６

８，８７３．１

１６．８

６，７９４．７

１４８．２

３７１．４

２，４２８．０

１９，２３７．３

－

３３．５

－

２，３７６．１

６１．９

３０．０

１２．５

１．２

６９０．４

６７．８

３６．８

３．０

３５７．０

５７．８

４．３

１，７８２．１

１，２７２．２

２３．４

２，２９６．５

７，９８０．７

９，１６１．０

１８．０

７，７８４．２

１３４．１

３６１．６

２，４６９．０

２４，１２１．９

２２．８

１６７．７

－

２，４７４．５

１１１．９

８１．２

１６．０

２．８

５８６．９

６９．１

３３．５

３．７

５８１．９

５８．３

４．７

８８７．４

１，２９９．７

２２．６

３，０９４．４

７，９９６．９

７，９５６．４

１６．４

７，８８５．５

１３７．６

３７０．５

３，０２２．０

２２，５６１．３

１０９．９

１８０．０

１９５．９

２，６１８．４

１４０．８

６０．４

２２．２

３．６

６０６．３

６８．８

３４．４

４．９

１，３８８．２

６２．０

７．８

１，１０７．８

１，２２５．４

２０．４

４，０３２．９

７，３９３．０

１０，７１９．６

２５．０

８，８１４．６

１３１．８

３７１．９

４，００２．０

１７，４７２．５

１５４．７

２６５．１

１３２．１

３，００６．５

１７９．８

４３．３

２０．８

２．８

６５８．１

８７．８

３７．７

２１．４

１，５５４．７

７０．８

６．７

１，６７０．８

１，４１２．３

２０．４

５，７２１．５

１８，３７７．７

１２，５９１．３

２２．３

９，６９１．６

１４２．９

３６２．３

３，７９５．０

１５，１８３．８

１４３．６

１，３８７．４

－

２，５８６．６

２６９．３

５４．８

－

６．２

８５６．５

８６．５

３５．０

５．５

１，７２３．８

６２．０

１１．０

１，７７８．１

１，７８４．１

２５．８

６，７７８．９

１９，８９１．１

１５，２７７．４

－
（注） １）暫定値。
（出所） 表１に同じ。
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